
（別記様式第１号）（第６条関係） 

令和２年度山口県建物状況調査等促進補助金交付申請書兼実績報告書 

令和○○○○年○○○○月○○○○日 

一般社団法人山口県宅地建物取引業協会 

会長 尾村 成一 様 

  （郵便番号○○○○○○○○○○○○－○○○○○○○○○○○○○○○○） 

申請者 住  所 山口県○○市○○町山口県○○市○○町山口県○○市○○町山口県○○市○○町○○○○----○○○○ 

 電話番号 123123123123----456456456456----7890789078907890 

 フ リ ガ ナ ﾔﾏｸﾞﾁ  ﾀﾛｳ 

 氏  名 山口山口山口山口    太郎太郎太郎太郎     印 

（法人・宅建業者にあっては商号又は名称及び代表者の氏名） 

 

 令和２年度山口県建物状況調査等促進補助金等交付要綱第６条の規定により、関連書類を添え

て下記のとおり補助金の交付申請及び実績報告をします。 

 

記 

１ 交付申請額（補助額）の算出   

種 類 
①売主が負担した経

費（税抜） 

②＝①×１／２ 

（上限５万円） 

③③③③交付申請額交付申請額交付申請額交付申請額（補助額）（補助額）（補助額）（補助額）    

（②の千円未満を切り

捨てた額） 

建物状況調査に要した経費 
23,00023,00023,00023,000 円   

既存住宅売買瑕疵保険の

保険料等保険料等保険料等保険料等

※※※※

 
40,00040,00040,00040,000 円   

合計金額 
63,00063,00063,00063,000 円 31,31,31,31,500500500500 円 

【交付申請額】 

31,31,31,31,000000000000 円 

※保険料等には、保険法人に支払う保険料金、検査料金、特約部分の追加検査料及び書類審査手数料が含まれます。

なお、請求書は、これらの内訳が分かるものを提出してください。 

 

２ 補助対象住宅概要（登記事項証明書（建物）を基に記入）       ※該当する□に✔をいれること 

所在地 ○○市○○町○丁目○○○市○○町○丁目○○○市○○町○丁目○○○市○○町○丁目○----○○○○    形 態 

☑一戸建ての住宅  

□共同住宅⇒交付対象外です交付対象外です交付対象外です交付対象外です 

構 造 鉄骨鉄骨鉄骨鉄骨 造（一部 木木木木 造） 床面積 ○○○○○○○○    平方メートル 

※住宅以外の用途を兼ねるものの場合、別紙に内訳を示す 

 

３ 事業の内容 

（１）建物状況調査（「調査の結果の概要（重要事項説明用）」を基に記入） 

調査日 調査者氏名 既存住宅状況調査技術者の登録番号 

令和令和令和令和    ○○○○    年 ○○○○ 月 ○○○○ 日 ○○○○○○○○    ○○○○○○○○    1234567890123456789012345678901234567890    

  

 

申込窓口へ提出した日を記入 

山

口

山

口

山

口

山

口    

法人や宅建業者は、商号、

名称、代表者氏名等を記入 

「調査の結果の概要（重要事項説明用）」を基に記入 

千円未満切り捨て 

登記事項証明書（建物）を基に記入 

※保険料等には、保険法人に支払う保険料金、検査料金、特約部分の追加検査料及び書類審査手数料が含まれます。

なお、請求書は、これらの内訳が分かるものを提出してください。 

記入例 



（２）既存住宅売買瑕疵保険（保険証券を基に記入） 

住宅瑕疵担保責任保険法人 ○○保険法人○○保険法人○○保険法人○○保険法人    

契 約 日 令和令和令和令和    ○○○○    年 ○○○○    月 ○○○○ 日 

保険期間 ○○○○○○○○    年 ○○○○    月 ○○○○    日   から  ○○○○○○○○ 年 ○○○○    月 ○○○○ 日まで 

付帯する特約 

（該当項目に○印） 

・ 給排水管路特約 

・ 引渡前リフォーム工事特約 

・ その他（                   ） 

 

４ 交付申請にあたっての確認事項 

質問 回答（※該当する番号に○をすること） 

補助金の交付を受ける住宅は、居住を目的とした住

宅であり、これまで居住の実態がありましたか。 

１．はい 

２．いいえ ⇒ 交付対象外です 

他に補助対象経費に補助金等を受けた又は受ける予

定がありますか。 

１．はい ⇒ 交付対象外です 

２．いいえ  

第 7 条の各号いずれかに該当しませんか。 １．該当します ⇒ 交付対象外です 

２．該当しません  

 

【参考】要綱第７条（補助金交付の除外要件） 

 受託者は、申請者が次の各号いずれかに該当する場合は、交付の決定をしないことができる。 

（１）この制度による補助金の交付を受けた住宅の調査及び保険加入 

（２）暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。） 

（３）自己、その属する法人若しくは法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を与える目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者 

（４）暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等暴力団の維持又は運営に協力

し、又は関与している者 

（５）その他、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者 

 

保険証券を基に記入 


